
平成 18年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 5月 19日

上　場　会　社　名     日本電設工業株式会社 上場取引所東

コード番号        1950 本社所在都道府県

(URL    http://www.densetsuko.co.jp/) 東京都

代 表 者　　役職名　　代表取締役社長　　井上　健

問合せ先責任者　　役職名　　財　務　部　長　　大川　洋治 TEL (03) 3822 - 8811
決算取締役会開催日     平成 18年 5月 19日 中間配当制度の有無　　無

配当支払開始予定日　　 平成 18年 6月 26日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

定時株主総会開催日　　 平成 18年 6月 23日

１. 18年  3月期の業績(平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日)
(1)経営成績 　　(注)金額の百万円未満は切り捨てて表示しております。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 110,771 △ 5.4 3,041 18.5 3,358 13.2
17年  3月期 117,092 △ 1.4 2,565 2.7 2,965 6.4

  当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 純 利 益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年  3月期 2,021 1.3 32.35 - 3.4 2.6 3.0
17年  3月期 1,994 25.3 31.87 - 3.5 2.3 2.5

(注)①期中平均株式数　　　18年  3月期    61,805,561 株　　　17年  3月期    61,844,248 株 

    ②会計処理の方法の変更　　　無

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株 主 資 本

中  間 期  末 (年間) 配 当 率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 10.00 - 10.00 617 30.9 1.0
17年  3月期 10.00 - 10.00 618 31.4 1.1

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年  3月期 128,015 62,454 48.8 1,010.39
17年  3月期 126,960 57,683 45.4 932.68

(注)①期末発行済株式数　　18年  3月期    61,791,250 株       17年  3月期    61,822,767 株

 　 ②期末自己株式数　　　18年  3月期     3,545,969 株　     17年  3月期     3,514,452 株

２. 19年  3月期の業績予想(平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日)
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 29,200 △ 1,700 △ 1,100 - - -
通　期 115,300 3,600 2,000 - 10.00 10.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)    32円  02銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に

   よって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

   なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 7ページをご参照下さい。
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６．個別財務諸表等  
（１）比較貸借対照表                                                                （単位  百万円） 

科 目 前 事 業 年 度 
（１７．３．３１現在）

当 事 業 年 度 
（１８．３．３１現在） 比 較 増 減 

流 動 資 産   ８５,６１７   ８３,７１９ △   １,８９７

現 金 預 金 １４,１８９ １３,９０４ △      ２８４

受 取 手 形 １,９６６ ２,６３０ ６６４

完 成 工 事 未 収 入 金 ４４,７７２ ４２,３３１ △   ２,４４１

有 価 証 券 １,１０２ ２,６０２ １,４９９

未 成 工 事 支 出 金 １７,７１６ １５,７９５ △   １,９２１

材 料 貯 蔵 品 ７４５ ６５６ △        ８９

短 期 貸 付 金 ７４５ ４０３ △      ３４２

前 払 費 用 ２９４ ２０９ △        ８４

繰 延 税 金 資 産 １,８９１ ２,１１４ ２２３

未 収 入 金 ２,３５８ ３,１２２ ７６３

そ の 他 流 動 資 産 １５３ ２２６ ７２

貸 倒 引 当 金 △       ３１７ △       ２７６ ４０

  

固 定 資 産   ４１,３４２   ４４,２９５    ２,９５２

有 形 固 定 資 産 １６,２４５ １６,３５９ １１４

建 物 １８,８７１ １９,３２０ ４４９

構 築 物 １,１９７ １,２１４ １６

機 械 装 置 ４２０ ４７０ ５０

車 両 運 搬 具 ６７５ ６４０ △        ３５

工 具 器 具 ・ 備 品 ２,０２９ ２,２１６ １８６

土 地 ６,９４２ ６,７３４ △      ２０８

建 設 仮 勘 定 ２６０ １１ △      ２４８

減 価 償 却 累 計 額 △  １４,１５３ △  １４,２４８ △        ９５

無 形 固 定 資 産 ２,６３８ ２,３０６ △      ３３２

借 地 権 ８４３ ８４３ －

その他無形固定資産 １,７９５ １,４６２ △      ３３２

投 資 そ の 他 の 資 産 ２２,４５８ ２５,６２９ ３,１７０

投 資 有 価 証 券 １６,９５４ ２２,５６３ ５,６０９

関 係 会 社 株 式 １,４４６ １,４６７ ２１

破産債権、更生債権等 １４７ ４９ △        ９８

長 期 前 払 費 用 １５ ２１ ６

繰 延 税 金 資 産 ３,０６５ ７４４ △   ２,３２０

そ の 他 投 資 等 １,３０２ １,１６６ △      １３６

貸 倒 引 当 金 △       ４７２   △       ３８３ ８８

資 産 合 計 １２６,９６０ １２８,０１５ １,０５４
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         （単位  百万円） 

科 目 前 事 業 年 度 
（１７．３．３１現在） 

当 事 業 年 度 
（１８．３．３１現在） 比 較 増 減 

流 動 負 債   ５４,２５３   ４８,９１３ △   ５,３３９

支 払 手 形 １０,０４９ ２,８２２ △   ７,２２７

工 事 未 払 金 ２４,１０６ ２９,２０５ ５,０９９

短 期 借 入 金 ６,８３６ ２,６６６ △   ４,１６９

未 払 金 １,９０４ １,７７５ △      １２８

未 払 費 用 ６１７ ５４４ △        ７３

未 払 法 人 税 等 １,５７２ １,８６１ ２８８

未 成 工 事 受 入 金 ４,３７３ ４,５７２ １９９

預 り 金 １７６ １７６ ０

完成工事補償引当金 ４７ ３９ △          ７

工 事 損 失 引 当 金 １５１ ６６８ ５１７

賞 与 引 当 金 ２,７５４ ２,７８９ ３５

従 業 員 預 り 金 １,５６５ １,５１１ △        ５４

そ の 他 流 動 負 債 ９８ ２７８ １８０

  

固 定 負 債   １５,０２３   １６,６４７    １,６２３

長 期 借 入 金 － ２,０３３ ２,０３３

退 職 給 付 引 当 金 １４,４４７ １４,１０７ △      ３４０

役員退職慰労引当金 １７８ ８７ △        ９１

そ の 他 固 定 負 債 ３９７ ４１９ ２２

負 債 合 計 ６９,２７６ ６５,５６０ △   ３,７１６

資 本 金    ８,４９４    ８,４９４        －

資 本 剰 余 金    ７,７９２    ７,７９２        －

資 本 準 備 金 ７,７９２ ７,７９２  －

利 益 剰 余 金   ３９,８１５   ４１,１９５    １,３７９

利 益 準 備 金 １,３８６ １,３８６ －

任 意 積 立 金 ３５,４６３ ３６,８８４ １,４２１

配 当 平 均 積 立 金 ２００ － △      ２００

退 職 給 与 積 立 金 １５０ － △      １５０

固定資産圧縮積立金 １,０５０ １,１８４ １３４

圧縮特別勘定積立金 ６３ － △        ６３

別 途 積 立 金 ３４,０００ ３５,７００ １,７００

当 期 未 処 分 利 益    ２,９６５ ２,９２４ △        ４１

その他有価証券評価差額金    ３,１００    ６,５１５    ３,４１４

自 己 株 式             △   １,５１８ △   １,５４１ △        ２３

資 本 合 計 ５７,６８３ ６２,４５４ ４,７７１

負 債 資 本 合 計 １２６,９６０ １２８,０１５ １,０５４
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（２）比較損益計算書                                                                 （単位  百万円） 

科 目 
前 事 業 年 度 
自１６. ４. １ 
至１７. ３.３１ 

当 事 業 年 度 
自１７. ４. １ 
至１８. ３.３１ 

比 較 増 減 比 較 増 減 率 

   ％

完 成 工 事 高 １１７,０９２ １１０,７７１ △  ６,３２０ △     ５．４

完 成 工 事 原 価 １０４,５６９  ９８,１２４ △  ６,４４４ △     ６．２

完 成 工 事 総 利 益 １２,５２２ １２,６４６ １２３ １．０

販売費及び一般管理費   ９,９５７   ９,６０４ △     ３５２ △     ３．５

営 業 利 益 ２,５６５ ３,０４１ ４７５ １８．５

営 業 外 収 益 ５２９ ４１５ △     １１３ △   ２１．５

受 取 利 息 １２ １８ ５ ４１．１

有 価 証 券 利 息 ６ ４ △         ２ △   ３５．６

受 取 配 当 金 ２５２ ２８６ ３４ １３．６

そ の 他 ２５７ １０６ △     １５１ △   ５８．６

営 業 外 費 用 １２９ ９９ △       ３０ △   ２３．４

支 払 利 息 １１７ ９１ △       ２６ △   ２２．２

そ の 他          １２       ７ △         ４ △   ３５．１

経 常 利 益 ２,９６５ ３,３５８ ３９２ １３．２

特 別 利 益 ５３２ ４９１ △       ４１ △     ７．７

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ７６ ４０ △       ３５ △   ４７．０

完成工事補償引当金戻入額 １７ １４ △         ２ △   １４．５

固 定 資 産 売 却 益 ２８４ ４３６ １５１ ５３．１

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １３１ － △     １３１ －

そ の 他 特 別 利 益 ２２ － △       ２２ －

特 別 損 失 ２４７ ２５３ ５ ２．２

投 資 有 価 証 券 売 却 損 １ － △         １ －

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ５ ２９ ２３ ４４８．１

ゴルフ会員権等評価損 ４５ １１ △       ３３ △   ７３．９

減 損 損 失 － １７６ １７６ －

固 定 資 産 売 除 却 損 １９３ ３３ △     １５９ △   ８２．６

そ の 他 特 別 損 失           ２             ２ △         ０ △   ２０．４
    

税 引 前 当 期 純 利 益 ３,２５０ ３,５９６ ３４５ １０．６

法人税、住民税及び事業税 １,３６１ １,８０１ ４４０ ３２．３

法 人 税 等 調 整 額 △     １０５ △     ２２６ △     １２１       －
    

当 期 純 利 益 １,９９４ ２,０２１ ２６ １．３

前 期 繰 越 利 益        ９７１         ９０３ △       ６７  △     ７．０
    

当 期 未 処 分 利 益 ２,９６５ ２,９２４ △       ４１ △     １．４

 
 
 
 
 
 

( ）( ）
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（３）比較利益処分案                                                                （単位  百万円） 

科 目 
前 事 業 年 度 
自１６．４．  １ 
至１７．３．３１ 

当 事 業 年 度 
自１７．４．  １ 
至１８．３．３１ 

比 較 増 減 

  

当 期 未 処 分 利 益 ２,９６５ ２,９２４ △        ４１

任 意 積 立 金 取 崩 額  

配 当 平 均 積 立 金 取 崩 額 ２００ － △      ２００

退職 給 与 積 立 金 取 崩 額 １５０ － △      １５０

固定資産圧縮積立金取崩額 １４ １４ ０

圧縮特別勘定積立金取崩額           ６３        － △        ６３

合 計 ３,３９３ ２,９３９ △      ４５４

  

利 益 処 分 額  
株 主 配 当 金 
（１株につき１０円） ６１８ ６１７ △          ０

取 締 役 賞 与 金 ２３ ２１ △          １

任 意 積 立 金  

固定資産圧縮積立金 １４９ ２４５ ９６

圧縮特別勘定積立金 － ２３ ２３

別 途 積 立 金       １,７００       １,１００ △      ６００

計       ２,４９０       ２,００８ △      ４８２

次 期 繰 越 利 益 ９０３ ９３０ ２７

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( ）( ）
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（重要な会計方針） 
   

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

       ①子会社株式及び関連会社株式      移動平均法による原価法 

       ②その他有価証券 

          時価のあるもの     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に 

                      より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

          時価のないもの     移動平均法による原価法 

  

 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

       ①未成工事支出金           個別法による原価法 

        ②材料貯蔵品              移動平均法による原価法 

  

 ３．固定資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産               定率法 

 ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く） 

                                           については、定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法 

 と同一の基準によっておりますが、車両運搬具の動力車についての 

 耐用年数は、法人税法に規定する耐用年数よりおおむね５０％を短 

 縮しております。 

  

     ②無形固定資産                 定額法 

                      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 

                      期間（５年）に基づいております。 

  

 ４．引当金の計上基準 

      ①貸倒引当金        売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒 

                                 実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能 

                 性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
   

     ②完成工事補償引当金    完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対し、 

 過去の完成工事に係る補償額の実績を基に将来の発生見込額を加味して計上し 

 ております。 
   

     ③工事損失引当金      受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持受注工事 

                 のうち、損失が確実視されその金額を合理的に見積もることができる工事につ 
                                 いて、損失見込額を計上しております。 

   

     ④賞与引当金        従業員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上 

 しております。 
   

     ⑤退職給付引当金       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金 

                 資産の見込額に基づき計上しております。 

                 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

                 （１０年）による定額法により、費用を減額処理しております。 

                                 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間 

                                 以内の一定の年数（１０年）による定率法により、発生の翌事業年度から費用 

                                 処理しております。 
   

     ⑥役員退職慰労引当金    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計算した当事業年度末に 

                 おける支給基準の１００％相当額を計上しております。 
   

 ５．完成工事高の計上基準 

         完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。 
   

 ６．リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 

      常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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 ７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

（ 会計処理の変更 ） 
固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」 

   （企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 

   指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は、１７６百万円減少して 

   おります。なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して 

おります。 

 

 

[注記事項]  
     

 (貸借対照表関係)   
 １．関係会社に対する負債 (前事業年度） (当事業年度）   

     支 払 手 形 １,９９２ 百万円 １１ 百万円   

     工事未払金 ２,６１１  ２,４９０    
       計 ４,６０３  ２,５０１  

     

 ２． 担保に供している資産 (前事業年度） (当事業年度）   

   投資有価証券 １２ 百万円 １６ 百万円   

   PFI 2事業に関する事業会 PFI 3事業に関する事業会   

   社(SPC)の借入金 社(SPC)の借入金   

   ４,０７１ 百万円 １５,３３０百万円   

          

 ３． 会社が発行する株式の総数 (前事業年度） (当事業年度）   

     普通株式 １９８,０００ 千株 １９８,０００ 千株   

  発行済株式の総数     

     普通株式 ６５,３３７千株 ６５,３３７千株   

       

 ４． 自己株式の保有数 (前事業年度） (当事業年度）   

     普通株式 ３,５１４ 千株 ３,５４５ 千株   

       

 ５． 商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額 

   (前事業年度） (当事業年度）   

  ３,１００ 百万円 ６,５１５ 百万円   

      

 (損益計算書関係)   
      

 １．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額    

  (前事業年度） (当事業年度）   

    １８１ 百万円 ２１４百万円   
       

 ２．固定資産売却益の内訳 (前事業年度） (当事業年度）   

     建物 １６ 百万円  ３９ 百万円   

     車両運搬具 －   ０    

    工具器具・備品 －   ２    

     土地 ２６８   ３９２    

     計 ２８４   ４３６    
       

 ３．その他特別利益のうち主な内訳   (前事業年度） (当事業年度）   

     信託建物・土地売却益 １３ 百万円  － 百万円   

   その他投資売却益 ７   －    
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 ４．ゴルフ会員権等評価損           （前事業年度）  (当事業年度）   

ゴルフ会員権等評価損に ゴルフ会員権等評価損は  

は預託保証金の貸倒見込 預託保証金の貸倒見込額  

額に対する貸倒引当金繰 に対する貸倒引当金繰入  

入額４４百万円が含まれ 額であります。  

    

ております。 

 

 

 

 

      

 ５．減損損失                        (前事業年度）  (当事業年度）   

      当事業年度において、当   

      社は以下の資産グループ   

      について減損損失を計上   

      しております。   

場所 用途 種類 

広島市

東 区

中国支店

事務所
建 物 

札幌市

北 区

賃貸用

駐車場
土 地       

北海道

釧路市

他５件

遊休資産
建物等、 

土地 

  

       当社は事業用資産につ   

      いては管理会計上の区分   

      に基づき各支店単位、賃   

      貸用資産及び遊休資産に   

      ついては個別にグループ   

      化し減損損失の判定を行   

      いました。   

      その結果、近年の予想   

      し得ない地価の下落や経   

      営環境の悪化により、上   

      記の資産の帳簿価格を回   

      収可能価額まで減額し、   

      当該減少額を減損損失（   

      １７６百万円）として特   

      別損失に計上しておりま   

      す。その内訳は建物等１   

      ０１百万円、土地７４百   

      万円であります。   

       なお、当該資産の回収   

      可能価額は正味売却価額   

      により測定しており、相   

      続税評価額を合理的に調   

      整し、処分費用見込額を   

      控除した価格により評価   

      しております。   
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 ６．固定資産売除却損の内訳            (前事業年度） (当事業年度）   

   建物売却損 － 百万円  ３ 百万円   

   車両運搬具売却損 ０   －    

   土地売却損 ４７   １    

   建物除却損 ２６   １６    

   構築物除却損 ０   ０    

   機械装置除却損 ３   ０    

   車両運搬具除却損 ４   １    

   工具器具・備品除却損 ４   ２    

   無形固定資産除却損 ９０   －    

   固定資産撤去費 １６   ６    

         計 １９３   ３３    

         

 ７．その他特別損失のうち主な内訳      (前事業年度） (当事業年度）   

     その他投資売却損 ２ 百万円  ２ 百万円   

         

         

（リース取引関係）   

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
     

 １． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

   （前事業年度）    （単位  百万円） 

    
取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 
 
期 末 残 高

相 当 額

   建 物 ８  ５   ２   

   機 械 装 置 １４  ２   １１   

   車 両 運 搬 具 １,７６８  ６９０   １,０７８   

   工 具 器 具 ・ 備 品 ４６３  ２７８   １８４   

   その他無形固定資産 ７  ７   ０   

   合 計 ２,２６２  ９８４   １,２７７   
     

   （当事業年度）    （単位  百万円）

    
取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 
 
期 末 残 高

相 当 額

   建 物 ８  ７   １   

   機 械 装 置 ４５  ７   ３８   

   車 両 運 搬 具 ２,４１６  ９２４   １,４９２   

   工 具 器 具 ・ 備 品 ３５９  ２５１   １０８   

   その他無形固定資産 １７  ３   １４   

   合 計 ２,８４７  １,１９２   １,６５４   
     

 ２． 未経過リース料期末残高相当額     

    (前事業年度） (当事業年度）   

    １     年     内 ３５７ 百万円  ４３０ 百万円   

    １     年     超   ９２０  １,２２３    

    合          計 １,２７７  １,６５４    

     

 ３．支払リース料及び減価償却累計額相当額    

   (前事業年度）  (当事業年度）  

  支払リース料 ３９４ 百万円  ４３８ 百万円  

   減価償却費相当額 ３９４  ４３８    
       

 ４． 減価償却費相当額の算定方法は､リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっております。 

   

 ５． 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は､未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高 

   等に占める割合が低いため､支払利子込み法により算定しております。 
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  （減損損失について） 

   当事業年度において、リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しております。 

 
（有価証券関係）  
    当事業年度及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
（税効果会計関係）   

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  （当事業年度）   
 （平成１８年３月３１日現在）  

繰延税金資産   
貸倒引当金 ２３７ 百万円   
工事損失引当金 ２７０    
賞与引当金 １,１２９    
未払事業税 １５１    
退職給付引当金 ５,７１３    
役員退職慰労引当金 ３５    
その他 ７３５    
繰延税金資産合計 ８,２７３    
    
繰延税金負債    
その他有価証券評価差額金 △ ４,４３４    
固定資産圧縮積立金 △    ９６３    
圧縮特別勘定積立金 △      １６    

繰延税金負債合計 △ ５,４１４    
繰延税金資産の純額 ２,８５９    
   
   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
   
 （当事業年度）   
 （平成１８年３月３１日現在）  
法定実効税率 ４０．５ ％  
（調整）   
永久に損金に算入されない項目 ２．９   
永久に益金に算入されない項目 △  １．４   
住民税均等割等 ２．７   
法人税等の特別控除 △  ０．９   
その他 ０．０   
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４３．８   

 
 

３． 地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたことに 
伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１６年４月１日以降解消が見込まれるも 
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７．部門別受注･売上･繰越高（当社個別） 

        

１．受  注  高      （単位 百万円）

   前 事 業 年 度  当 事 業 年 度  

 区 分  自１６. ４. １  自１７. ４. １  

   至１７. ３.３１  至１８. ３.３１ 

比 較 増 減 

 

比 較 増 減 率 

        ％

 鉄 道 電 気 工 事  ５３,４２７  ５９,２７２ ５,８４５  １０．９

 一 般 電 気 工 事  ３８,６６７  ３５,３２５ △  ３,３４１  △    ８．６

 情 報 通 信 工 事  １４,０９７  １７,９０６ ３,８０９  ２７．０

 合 計  １０６,１９１  １１２,５０４ ６,３１３  ５．９

 

２．売  上  高      （単位 百万円）

   前 事 業 年 度  当 事 業 年 度  

 区 分  自１６. ４. １  自１７. ４. １  

   至１７. ３.３１  至１８. ３.３１ 

比 較 増 減 

 

比 較 増 減 率 

        ％

 鉄 道 電 気 工 事  ５６,３８８  ５６,５８２ １９３  ０．３

 一 般 電 気 工 事  ４０,４５５  ３４,６９５ △  ５,７５９  △  １４．２

 情 報 通 信 工 事  １９,１５９  １８,０５８ △  １,１０１  △    ５．７

 そ の 他  １,０８８  １,４３５ ３４６  ３１．９

 合 計  １１７,０９２  １１０,７７１ △  ６,３２０  △    ５．４

       

３．次期繰越高    （単位 百万円）

   前 事 業 年 度  当 事 業 年 度  

 区 分  （１７.３．３１現在）  （１８．３．３１現在）
比 較 増 減 

 
比 較 増 減 率 

        ％

 鉄 道 電 気 工 事  ２７,７１０  ３０,４０１ ２,６９０  ９．７

 一 般 電 気 工 事  ２８,９９６  ２９,６２６ ６３０  ２．２

 情 報 通 信 工 事  ５,２０２  ５,０５０ △    １５２  △    ２．９

 合 計  ６１,９０９  ６５,０７７ ３,１６８  ５．１

  

 （注）１．不動産の賃貸・管理等は、「１．受注高」及び「３．次期繰越高」には金額が含まれておりません。

    ２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

           

         

 

( ）( ）

( ）( ）



                                             －   － 36

役員の異動（平成１８年６月２３日付） 

 

 平成１８年５月１９日開催の取締役会において、次のとおり決定したのでお知らせします。なお、取

締役候補者および監査役候補者につきましては、平成１８年６月２３日開催予定の当社第６４期定時株

主総会に付議することとします。 

 

 １．新任取締役候補者 

 

                               東日本旅客鉄道株式会社 

   取締役（非常勤）       澤 本 尚 志      鉄道事業本部設備部担当部長 

                                

   なお、澤本尚志氏は社外取締役の候補者であります。 

 

 

 ２．新任監査役候補者 

 

                               東日本旅客鉄道株式会社 

   監査役（非常勤）       佐 々   亨      監査役室長 

 

   なお、佐々亨氏は社外監査役の候補者であります。 

 

 

 ３．退任予定取締役 

 

                  佐々木 孝 一      取締役（非常勤）  

 

 

 ４．退任予定監査役 

 

                  濱 田 賢 治      監査役（非常勤）  

 

 

 ５．執行役員就任予定者 

 

   上席執行役員                      上席執行役員 

   鉄道統括本部長        村 井 正 宜      鉄道統括本部長 

 

   上席執行役員                      上席執行役員 

   西日本統括本部長       井 上 隆 次      西日本統括本部長 

   兼大阪支店長                      兼大阪支店長 

 

   上席執行役員                      上席執行役員 

   西日本統括本部副本部長    柴 田 広 美      西日本統括本部副本部長 

   兼大阪支店副支店長                   兼大阪支店副支店長 
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   上席執行役員（昇任）                  執行役員 

   営業統括本部長        田 中   均      北海道支店長  

 

   執行役員                        執行役員 

   西日本統括本部副本部長    小宮山   博      西日本統括本部副本部長 

   兼九州支店長                      兼九州支店長 

 

   執行役員                        執行役員 

   東北支店長          赤 塚 吉 雄      東北支店長 

 

   執行役員                        執行役員 

   中部支店長          中 神 種 之      中部支店長 

 

   執行役員                        執行役員 

   営業統括本部副本部長     鈴 木 賢 司      営業統括本部副本部長  

 

   執行役員                        執行役員 

   営業統括本部副本部長     山 崎   勉      営業統括本部副本部長 

 

   執行役員                        執行役員 

   情報通信本部長        圓 鍔   勝      情報通信本部長 

 

   執行役員                        執行役員 

   鉄道統括本部副本部長     福 田 喬 一      鉄道統括本部副本部長 

 

   執行役員                        執行役員 

   鉄道統括本部副本部長     永 島   潔      鉄道統括本部副本部長 

 

   執行役員                        執行役員 

   事業開発本部長        永 田 豊 明      事業開発本部長 

 

   執行役員（新任） 

   営業統括本部東京支店長    平 岩 道 人      営業統括本部東京支店長  

 

   執行役員（新任） 

   鉄道統括本部副本部長     内 梨 薫 氏      鉄道統括本部電力部長  

 

   執行役員（新任） 

   鉄道統括本部副本部長     吉 川 義 一      鉄道統括本部信号第二部長  
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   執行役員（新任） 

   北海道支店長         松 田 康 明      営業統括本部営業開発部長  

 

 

 なお、田中均は上席執行役員への昇任予定者、平岩道人、内梨薫氏、吉川義一、松田康明の４名は新

任執行役員の就任予定者であります。 

 

 

 ６．退任予定執行役員 

 

                               上席執行役員 

                  影 田 武 道      営業統括本部長 

 

                               執行役員 

                  西   勝 也      鉄道統括本部副本部長  

 

                               執行役員 

                  大 崎 光 雄      関連事業本部長  

 

                               執行役員 

                  小 島 久 光      営業統括本部副本部長  

 

                               執行役員 

                  吉 田   聖      東北支店副支店長  

 

 

   なお、退任予定執行役員である影田武道はＮＤＫ総合サービス株式会社代表取締役社長へ、西

勝也は株式会社新陽社常務取締役へ、大崎光雄はＮＤＫイッツ株式会社取締役へ、小島久光は当

社顧問へ、吉田聖はＮＤＫアールアンドイー株式会社取締役へそれぞれ就任予定であります。 

 

以  上 
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人事異動（平成１８年６月２３日付） 

 

   鉄道統括本部                       

   信号第二部長         野 本 徳 明      鉄道統括本部長付  

 

   北海道支店総務部長      岩 崎 俊 隆      本店総務部法務グループ課長  

 

   東北支店副支店長       佐 藤 文 彦      東北支店営業部長  

 

   東北支店営業部長       猪 又 延 夫      東北支店営業部担当部長  

 

   関連事業本部長        梅 原 憲 昭      北海道支店総務部長  

 

 

以  上 




